
（注） １　本データは、平成28年度の上半期に終了した事業について、国へ提出した実績報告のデータを見やすいように加除修正し、公表するものです。
　　　２　各区分は以下のとおりです。分野区分は複数該当するものもありますが、そのうちから１つを選択しています。
　　　　【実施区分】　　　県　　市町村　　　　【委託先区分】　民間企業　　ＮＰＯ法人　　その他
　　　　【分野区分】　　　介護・福祉　　子育て　　医療　　産業振興　　情報通信　　観光　　環境　　農林漁業　　治安・防災　　教育・文化　　その他　　臨時職員
　　　３　事業の廃止により、整理番号が欠番となっている事業もあります。

（単位：円、％、人）

③ 新規雇用の失業
者に係る人件費

④ 割合
（③／①）

⑧ 新規雇用の
　失業者のうち
　女性の人数

⑨ 新規雇用の
　失業者のうち
　再就職した人

数

1 県 観光交流局
県産品振興戦略

課
委託 産業振興 その他

避難地域等の輸出再開相談
事業

避難地域等における事業再開、輸出再開に
向け、年間を通じた貿易相談業務を行うと
ともに、福島県に不足している通関士を養
成する。 2,457,338 1,723,636 1,723,636 70.1% 1 1 100.0% 1 0 福島県貿易促進協議会

2 県 総務部 相双地方振興局 委託 産業振興 その他
福島県双葉地方帰還・雇用
支援事業

特に双葉郡の広野町、楢葉町、川内村では
避難区域解除はされたものの、住民帰還が
震災前の水準に戻っておらず、地域産業を
支える雇用者が確保できないという課題に
対応するため、企業見学バスツアー、企業
情報発信業務について、被災求職者を雇用
し、企業と求職者との雇用支援、企業見学
バスツアー企画、企業情報の発信などの業
務を実施する。

5,669,616 3,756,619 3,252,443 57.4% 4 1 25.0% 0 0 一般社団法人キャリア支援機構

3 県 商工労働部 雇用労政課 委託 産業振興 民間企業 絆づくり応援事業（基金）

県内の人材確保支援を行う本事業において
被災求職者を雇用し、仮設住宅等に入居し
ている方等の就業機会の確保を図るととも
に、雇用した被災求職者が実務経験で得た
知識・技能を活かし、実習等を通じた就職
支援を行うことにより、将来の安定就職の
実現を目指す事業である。

61,561,492 53,252,721 38,646,045 62.8% 26 23 88.5% 14 4 株式会社ワールドインテック福島

2 市町村 二本松市 農政課 委託 農林漁業 その他
農産加工品販売促進支援事
業

震災（原子力災害）後の農家の生産意欲減
少を防止することを目的に、農産物を加工
し付加価値を高めた農産物加工品販売を推
奨しているが、さらに消費地及び販売量の
拡大を図り地域の農家の生産意欲を高め
る。
また、安全な農産物(原材料)の生産を行う
ために栽培方法等の検討を行う。

2,944,589 2,506,973 2,506,973 85.1% 1 1 100.0% 1 0 有限事業責任組合ゆいまある

3 市町村 田村市 商工観光課 委託 産業振興 その他
避難地域地場産品風評払拭
及び販路等回復事業

震災・原発事故により観光客が激減した観
光施設や住民が避難し、商店の多くが廃
業・撤退した地域において避難者帰還促進
商業施設の運営及び地域の商業機能維持の
ため新規整備した商業施設の運営補助。

11,539,679 11,071,380 11,071,380 95.9% 5 5 100.0% 4 0 渡辺酒店

5 市町村 会津若松市 商工課 委託 観光 民間企業
風評対策キャラバン隊活動
事業

　原発事故後、本市の事業所の約４割が、
風評による経営不振に陥っており、営業損
害申立を行う事業者数も数を増やしてきて
おり、風評対策は急務である。
　そのため、会津地域をはじめ、首都圏を
中心に様々な機会において、会津地域のＰ
Ｒと物品販売を行うキャラバン隊を編成
し、風評被害対策に取り組む。
　本事業は、震災後新たに発生したもので
あり、原発事故による放射性物質の飛散が
なければ行う予定のなかった事業である。

51,291,819 28,482,263 26,192,976 51.1% 13 10 76.9% 5 0 有限会社スパイス企画

6 市町村 会津若松市 観光課 委託 観光 その他
教育旅行震災復興プロジェ
クト事業

原子力事故による安全性に対する風評か
ら、本市の教育旅行の来訪高は、現在も震
災前の５割程度に留まっており、継続した
誘致活動が求められる。このため、教育旅
行復興に向けた情報収集・分析、誘致キャ
ラバンによる教育旅行誘致重点地域からの
更なる来訪校の獲得や高等教育機関におけ
る活動の誘致（合宿、インターンシップな
ど）、本市の教育旅行適地としての魅力を
高めるための体験メニューの造成等を行
う。

12,553,603 8,993,058 8,993,058 71.6% 3 3 100.0% 0 0 
一般財団法人会津若松観光ビュー
ロー

7 市町村 会津美里町 商工観光課 委託 観光 民間企業
復興ＰＲキャラバンステー
ジ７事業

原発事後による風評被害が顕著であったこ
とから、全国主要都市を回り安全性のPR活
動等を行ってきたが、震災前と比較し、今
なお十分とはいえない状態である。首都圏
イベント等において放射性物質検査の正確
な情報の発信や地場産品の安全性を伝える
業務に従事させ、地域振興につなげる。

11,941,542 9,165,747 7,457,074 62.4% 4 3 75.0% 1 0 株式会社会津美里振興公社
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9 市町村 南相馬市 商工労政課 委託 産業振興 民間企業 地域産業情報収集発信事業

震災・原発事故により閉店・閉鎖する事業
者がいる一方で、事業再開や創業のため情
報を必要とする事業者もいることから、情
報の収集発信が必要であり、企業・事業
所、空き店舗等の情報を収集し、発信する
事業を行う。

9,163,139 6,226,009 4,989,182 54.4% 3 2 66.7% 1 0 ダイコー株式会社

10 市町村 楢葉町 総務課 委託 環境 民間企業
楢葉町公共施設放射線低減
事業

楢葉町は平成27年3月をもって環境省による
除染が終了し、平成27年9月5日に避難指示
が解除されているが、町民の帰還率は６％
程度となっている。帰還率が向上しない理
由として、更なる除染を望む町民が多数存
在することから多くの町民が放射線に対し
過度な不安を抱いていることが原因と考え
られる。このようなことから本事業を活用
し、日々町民が集まる公共施設周辺の環境
整備と環境放射線測定を行い放射線の低減
と町民の帰還意欲の向上を図るとともに、
雇用者には車両系建設機械技能講習を積極
的に受講させ、資格を取得させることによ
り除染等復興関連事業(土木職)への再就職
を目指す。

16,842,248 9,032,222 9,032,222 53.6% 3 3 100.0% 0 0 株式会社2nd innovation

14 市町村 いわき市 市民協働課 委託 観光 民間企業
「ふるさとだより」情報発
信推進事業

　本事業は、原発事故をはじめとする東日
本大震災からの復興に向け、地域住民が地
元に戻り、以前の生活を取り戻すことを支
援するため、住民の身近な話題、さらには
生活情報などを提供する「ふるさとだよ
り」を発行・配布をするもの。

30,650,400 22,674,333 18,255,987 59.6% 7 5 71.4% 2 0 有限会社いまあじゅ

15 市町村 いわき市 観光交流課 委託 その他 民間企業
復興・防災プログラム提供
事業

被災地視察等をパッケージ化し、様々な
人・組織との交流によるひと・もの・かね
の循環を図るとともに、市の復興を後押し
するもの。 10,659,539 7,712,265 5,768,266 54.1% 6 5 83.3% 3 0 

株式会社ＪＴＢ東北
いわき支店

227,275,004 164,597,226 137,889,242 60.7% 76 62 81.6% 32 4 

17,154,491 

244,429,495 

合　　　　　計

周知・広報及び管理運営等に要する経費

総　　　　　計


